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川崎市温室効果ガス排出量の推計結果（2021年度確定値、2022年度改定値、2023年度暫定値）

１．温室効果ガス排出量

市域の2023年度（暫定値）の温室効果ガス排出量︓1,548万トン（二酸化炭素（CO2）換算。以下同じ。）
・2013年度（基準年度）の排出量（2,383万トン）と比べて35.0％の減少（▲835万トン）
・2022年度（前年度）の排出量（2,064万トン）と比べて25.0％の減少（▲516万トン）

用途、主な排出源等物質名
【地球温暖化係数】

燃料の燃焼、廃棄物の焼却、
電気の使用など

二酸化炭素（CO2）
【１】

燃料の燃焼、廃棄物の焼却、
農業など

メタン（CH4）
【28】

燃料の燃焼、廃棄物の焼却、
農業など

一酸化二窒素（N2O）
【265】

カーエアコンや冷蔵庫の冷媒等
として使用

ハイドロフルオロカー
ボン（HFCｓ）
【4〜12,400】

半導体製造時や電子部品などの
洗浄に使用

パーフルオロカーボン
（PFCｓ）
【6,630〜11,100】

変電設備に封入される電気絶縁
ガスや半導体等製造用に使用

六ふっ化硫黄（SF6）
【23,500】

半導体製造時等の洗浄に使用三ふっ化窒素（NF3）
【16,100】

温室効果ガスの各物質の説明

川崎市では、川崎市地球温暖化対策推進基本計画に基づき、毎年、市域の温室効果ガス排出量を推計しています。
このたび、2023年度の温室効果ガス排出量を推計するとともに、国等の各種統計調査を踏まえて、2021年度及び2022年度を推計し直しました。

市域の温室効果ガス排出量 （万t-CO2換算）

2013年度
2021年度
（確定値）

2022年度
（改定値）

2023年度
（暫定値）

2013年度
比

2013年度
差

二酸化炭素 2,337.3 2,035.9 2,020.3 1,507.6 -35.5% -829.7

メタン 2.6 2.9 2.7 2.3 -12.4% -0.3

一酸化二窒素 13.1 12.0 11.9 11.5 -12.6% -1.6

ハイドロフルオロカ－ボン類 24.4 23.3 23.2 23.6 -3.3% -0.8

パ－フルオロカ－ボン類 2.9 3.3 3.7 1.0 -65.7% -1.9

六ふっ化硫黄 2.7 1.1 1.8 2.1 -22.0% -0.6

三ふっ化窒素 0.0 0.0 0.0 0.0 - -

総排出量 2,383.0 2,078.7 2,063.6 1,548.0 -35.0% -835.0



川崎市温室効果ガス排出量の推計結果（2021年度確定値、2022年度改定値、2023年度暫定値）

１．温室効果ガス排出量
市域の温室効果ガスの排出量について、大規模排出事業者の生産設備の休止の影響などにより、2023年度の排出量は

1,548万t-CO2となり、基準年度である2013年度排出量から835万 t-CO2減少（▲35.0％減）。

※



川崎市温室効果ガス排出量の推計結果（ 2021年度確定値、2022年度改定値、2023年度暫定値）

２．二酸化炭素排出量

市域の2023年度（暫定値）の二酸化炭素排出量︓1,508万トン
・2013年度（基準年度）の排出量（2,337万トン）と比べて35.5％の減少（▲830万トン）
・2022年度（前年度）の排出量（2,020万トン）と比べて25.4％の減少（▲513万トン）

主な対象部門名

発電所等におけるエネルギー転換のための燃
料使用に伴う排出
（電力等の消費に伴う排出は各部門に配分し
ており、この部門は自家消費分のみをい
う。）

エネルギー
転換部門

製造業（工場）、農林水産業、鉱業、建設業
における燃料・電力の使用等に伴う排出

産業部門

家庭における燃料・電力の使用に伴う排出民生部門
（家庭系）

事務所・ビル、商業・サービス業施設等にお
ける燃料・電力の使用等に伴う排出

民生部門
（業務系）

自動車、船舶、鉄道等における燃料・電力等
の使用に伴う排出

運輸部門

廃棄物焼却場におけるプラスチック、廃油等
の焼却に伴う排出

廃棄物部門
※

セメント製造工程、アンモニア製造工程等か
らの排出等、工業材料の化学変化に伴う排出

工業プロセ
ス部門

各部門の説明

※「廃棄物部門」には「廃棄物の原燃料使用」も含む

部門別の二酸化炭素排出量 （万t-CO2）

2013年度
2021年度
（確定値）

2022年度
（改定値）

2023年度
（暫定値）

2013年度
比

2013年度
差

エネルギー転換部門 242.0 237.3 223.5 236.9 -2.1% -5.1

産業部門 1,470.0 1,237.7 1,232.6 739.1 -49.7% -730.9

民生部門（家庭部門） 213.8 164.1 171.6 177.4 -17.0% -36.4

民生部門（その他業務部門） 168.2 159.7 158.5 149.2 -11.3% -18.9

運輸部門 122.8 119.0 115.6 115.1 -6.3% -7.7

廃棄物部門 45.2 48.8 50.4 40.5 -10.6% -4.8

工業プロセス部門 75.3 69.4 68.1 49.4 -34.4% -25.9

合計 2,337.3 2,035.9 2,020.3 1,507.6 -35.5% -829.7



川崎市温室効果ガス排出量の推計結果（ 2021年度確定値、2022年度改定値、2023年度暫定値）

３．部門別二酸化炭素排出量

部門別二酸化炭素排出量の排出割合は、産業系（エネルギー転換部門、産業部門、工業プロセス部門）が約７割と大きな割
合を占めており、全国平均と比べても非常に大きいことがわかります。
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川崎市温室効果ガス排出量の推計結果（ 2021年度確定値、2022年度改定値、2023年度暫定値）

４．部門別二酸化炭素排出量（2013年度比）

部門別の二酸化炭素排出量の2013年度比を見ると、全ての部門で減少しています。
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部門別の二酸化炭素排出量（2013年度比の推移）
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産業部門 民生部門

（家庭系）
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（業務系）

運輸部門 廃棄物部門

※廃棄物の原燃料使用を含む

工業プロセス部門

エネルギー転換部門 98％

廃棄物部門 89％
※廃棄物の原燃料使用を含む

運輸部門 94％

民生部門（業務系） 89％

工業プロセス部門 66％

産業部門 50％

民生部門（家庭系） 83％



５．その他補足事項

• 本推計に用いた地球温暖化係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第４条に定められた地球温暖化係数を適用して
います。また、排出係数は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」
に準拠しています。

• 国の「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル」の改定、統計書の修正等に伴い推計方法を一部見直すことがあ
るため、これまでの公表値と一致しない場合があります。

• 各表の合計値は四捨五入の関係で、各欄の合計と必ずしも一致しません。
• 川崎市では、国の「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」の開示データや各種統計データを使用して排出量を推計して
います。2022年度の開示データは今後の修正が見込まれることから「改定値」としています。また、2023年度については、川
崎市条例に基づく地球温暖化対策報告書のデータを代用した「暫定値」として推計しています。

• 「川崎市地球温暖化対策推進基本計画（2022年3月）」において、将来世代にわたって安心に暮らせる脱炭素なまちづくりと
環境と経済の好循環による力強い産業づくりを基本理念とし、2050年までに市域の温室効果ガス排出量実質ゼロを目指し、
2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度比50％削減する目標を掲げています。

川崎市温室効果ガス排出量の推計結果（2021年度確定値、2022年度改定値、2023年度暫定値）


